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平成27年３月20日発行 №357号

被災地復興要望を実施Ｐ２
小規模事業者持続化補助金のご案内Ｐ３
生活習慣病予防検診を受診しませんかＰ４
改正パートタイム労働法が施行されますＰ５
盛岡地方法務局大船渡出張所における
商業・法人登記の取扱いが変わりますＰ６

大船渡地域商品券の有効期限をご確認くださいＰ８

●主な内容●

経済復興目指し「結の場」

２月５日（木）大船渡プラザホテルにおいて、復興庁並びに大船渡商工会議所

主催による第９回地域復興マッチング「結の場」in大船渡が開催されました。

この「結の場」は震災後の販路確保など被災地企業が抱える課題解決に向け、

大手企業などの経営資源やノウハウを広く提供する支援事業として実施してお

り、市内外の水産加工業者９社、支援提案側は26社・団体が参加し販路開拓や商

品開発など幅広い分野について、情報を交換し合いました。



日
本
商
工
会
議
所
（
三
村
明
夫
会

頭
）
は
、
被
災
地
15
商
工
会
議
所
お

よ
び
東
北
６
県
商
工
会
議
所
連
合
会

と
の
懇
談
会
を
行
い
、
被
災
地
の
復

興
支
援
に
関
す
る
要
望
を
取
り
ま
と

め
、
３
月
６
日
、
竹
下
復
興
大
臣
に

対
し
て
復
興
要
望
を
行
い
ま
し
た
。

今
回
の
復
興
要
望
の
中
に
は
、
震
災

後
い
ち
早
く
事
業
再
開
を
果
た
し
た
事

業
者
が
、
土
地
の
か
さ
上
げ
や
土
地
区

画
整
理
事
業
の
進
展
に
伴
い
、
移
転
を

余
儀
な
く
さ
れ
る
な
ど
、
新
た
な
負
担

が
生
じ
る
と
い
っ
た
当
初
は
予
想
し
て

い
な
か
っ
た
大
船
渡
地
域
で
の
問
題

も
、
新
た
に
要
望
に
盛
り
込
ま
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

日
本
商
工
会
議
所
で
は
、「
東
日

本
大
震
災
か
ら
の
復
興
の
基
本
方

針
」
で
示
さ
れ
て
い
る
「
集
中
復
興

期
間
５
年
」
と
い
う
枠
組
み
に
と
ら

わ
れ
る
こ
と
な
く
、
今
後
も
復
興
庁

は
じ
め
政
府
・
与
党
関
係
各
所
に
要

望
書
を
提
出
し
、
そ
の
実
現
に
向
け

強
く
働
き
か
け
て
い
く
こ
と
に
し
て

い
ま
す
。

具
体
的
な
要
望
項
目
は
、
左
記
の

と
お
り
で
す
。
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４
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復
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復
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要
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実
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▲かさ上げ作業が進む大船渡市内中心部▲かさ上げ作業が進む大船渡市内中心部

▲３月６日竹下復興大臣に要望書を手渡す三村会頭（左）▲３月６日竹下復興大臣に要望書を手渡す三村会頭（左）

復興要望の内容

Ⅰ．集中復興期間の延長を

Ⅱ．土地区画整理事業等の進展に応じた事業

再開の促進を
１．新たな復興事業の立ち上げに伴う移転・施設再整備

への支援拡充を

２．用地の活用促進に向けたマッチングの仕組みの拡充を

Ⅲ．生活・産業インフラの着実な整備を
１．住宅再建の着実な実行を

２．交通・物流インフラの早期かつ着実な復旧を

３．労働力確保のための就労環境の整備促進を

Ⅳ．復旧・復興の段階に応じた事業者への支援を
１．事業者の販路拡大支援を

２．復旧ステージにある事業者を支援するグループ補

助金の継続を

３．復興ステージにある事業者支援に向けたグループ

補助金の拡充を

４．被災企業に対する資金繰り支援の継続を

５．被災地の中小企業と産業の再建を担う商工会議所

への支援拡充を

Ⅴ．交流人口の回復・拡大に向けた観光振興

の取り組みへの支援を
１．修学旅行の誘致への支援を

２．グリーンツーリズムやスポーツツーリズム等への支援を

３．外国人観光客の誘客に向けた環境整備を

Ⅵ．一刻も早い福島の再生を
１．原子力損害賠償の確実な実施を

２．地域全体の再生を牽引するプロジェクトの早期実現を

３．企業立地促進のための支援の継続を

４．除染や風評被害等に関する具体策の確実な実行を

※下線部は新規要望項目

大
船

渡
商

工
会

議
所

か
ら

の
政

策
提

言
要

望

一

新
た
な
復
興
事
業
の
立
ち
上
げ
に
伴
う
移
転
・
施
設
再
整
備
へ
の
支
援

拡
充
をグ

ル
ー
プ
補
助
金
を
活
用
す
る
な
ど
に
よ
り
、
事
業
再
開
を
果
た
し

た
事
業
者
が
、
土
地
区
画
整
理
事
業
等
に
伴
う
土
地
の
か
さ
上
げ
や
換

地
の
遅
延
に
よ
り
、
事
業
所
の
移
転
や
施
設
の
再
整
備
を
余
儀
な
く
さ

れ
、
追
加
的
費
用
の
負
担
の
大
き
さ
か
ら
、
円
滑
な
事
業
再
開
に
支
障

を
き
た
す
ケ
ー
ス
が
生
じ
て
い
る
。

自
己
都
合
で
は
な
い
理
由
に
よ
り
、
移
転
・
再
整
備
を
余
儀
な
く
さ

れ
た
事
業
者
が
、
移
転
先
で
円
滑
に
事
業
を
再
開
で
き
る
よ
う
、
移
転

補
償
費
の
算
定
の
柔
軟
化
や
グ
ル
ー
プ
補
助
金
に
お
け
る
対
応
等
、
移

転
・
再
整
備
の
経
緯
や
状
況
に
応
じ
た
措
置
を
講
じ
て
も
ら
い
た
い
。

一

ま
ち
づ
く
り
会
社
に
対
し
て
の
運
営
費
補
助
制
度
の
確
立
に
つ
い
て

一

販
路
確
保
・
開
拓
の
た
め
の
各
種
補
助
事
業
の
併
用
と
補
助
内
容
の
緩

和
に
つ
い
て



３

販路拡大等をお考えの小規模事業者の皆様へ

小小小小小小小小小規規規規規規規規規模模模模模模模模模事事事事事事事事事業業業業業業業業業者者者者者者者者者持持持持持持持持持続続続続続続続続続化化化化化化化化化補補補補補補補補補助助助助助助助助助金金金金金金金金金のののののののののごごごごごごごごご案案案案案案案案案内内内内内内内内内小規模事業者持続化補助金のご案内
小規模事業者持続化補助金とは小規模事業者が商工会議所と一体となって、「販路開拓や拡大などのための経営

計画」を作成し、その計画に取り組む経費の２／３が補助される補助金制度です。（複数の事業者が連携した取り
組みや雇用対策・買い物弱者対策への取り組みを行う事業者に対しては重点的に支援）

補助限度額：50万円
さらに、「雇用を増加させる取り組み」「従業員の処遇
改善に取り組む事業者」「買い物弱者対策に取り組む
事業者」については、補助上限額が100万円
複数の小規模事業者が連携して取り組む共同事業の場
合は補助上限額が500万円

◆補助対象となる小規模事業者

◆第二次受付け締切は５月27日（水）になります。

◇詳しい制度の詳細については、特設ウェブサイトをご参照下さい◇
＜URL＞ http://www.jizokukahojokin.info

業 種 常用する従業員の数
卸売業・小売業 ５人以下
サービス業（宿泊業・娯楽業以外） ５人以下
サービス業のうち宿泊業・娯楽業 20人以下
製造業その他 20人以下

マル経融資制度

東日本大震災対応特別枠のお知らせ
当初
3年間

0.45％マル経融資制度は、経営改善を図ろうとする小規模事業者の方々を

バックアップするため、無担保・無保証人・低利で融資する制度です。

震災対応特別枠

大船渡商工会議所 本所 ℡26-2141

大船渡商工会議所 三陸支所 ℡44-2058

日本政策金融公庫 国民生活事業一関支店 ℡0191-23-4157

お問い

合わせ先

貸付限度額
通常枠（2,000万円）とは

別枠で1,000万円

貸付

期間

運転資金 ７年以内（据置期間１年以内）

設備資金 10年以内（据置期間２年以内）

貸付金利

0.45％（平成27年３月11日現在）

当初３年間 0.45％

４年目以降 1.35％

※設備資金の場合さらに0.5％減

●ご利用いただける方

①罹災証明書等を受けた方で、商工会議所等が策定す

る小規模事業者再建支援方針に沿って事業を行う方

②常時使用する従業員が20人以下（商業・サービス業

の場合は５人以下）の法人・個人事業主の方

③商工会議所の経営指導員による経営指導を原則６ヵ

月以上受けている方

④納期の到来している所得税、法人税、事業税、県民

税、市民税を完納している方

⑤原則として同一地区で最低１年以上事業を行ってい

る方

※震災対応以外のご相談も随時受付けております

ホームページ http://www.jfc.go.jp/

日 本 公 庫 検索

大船渡商工会議所 本所 ℡ 26-2141

大船渡商工会議所 三陸支所 ℡ 44-2058

お 問 い 合 わ せ

◆例えばこんなことに使えます・・・

■広告宣伝費（チラシ作成・自社紹介パンフ）

■集客力を高めるための店舗改装

■商談会・展示会への出展・ＨＰ作成

■商品パッケージや包装紙・ラッ

ピングの変更



事
業
主
は
、
職
場
で
働
く
労
働
者

の
健
康
確
保
を
目
的
に
、
健
康
診
断

を
実
施
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

生
活
習
慣
病
予
防
健
診
と
は
、
全
国

健
康
保
険
協
会
（
協
会
け
ん
ぽ
）
が
、

健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
事
業
所

の
被
保
険
者
の
健
康
保
持
増
進
を
目

的
に
実
施
し
て
い
る
健
康
診
断
で

す
。検

診
車
に
よ
る
健
康
診
断
を
下
記

日
程
で
実
施
い
た
し
ま
す
の
で
、
事

業
所
単
位
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い

ま
す
よ
う
ご
案
内
申
し
上
げ
ま
す
。

検
診
車
で
の
健
診
を
ご
希
望
の
方

は
、
大
船
渡
商
工
会
議
所
総
務
振
興

部
（
電
話
２
６

－

２
１
４
１
）
ま
で

ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

４

～
労

働
者

の
健

康
確

保
の

た
め

に
～

生
活
習
慣
病
予
防
健
診
を

受
診
し
ま
せ
ん
か
？

◆検診車による健診予定◆

と き ９月７日（月）、９月26日（土）

９月28日（月）、９月29日（火）

10月９日（金）、10月17日（土）

11月18日（水）、11月30日（月）

12月１日（火）

と こ ろ 大船渡商工会議所１階研修室

平
成

27年
度

社
会
保
険
無
料
相
談
日
の
お
知
ら
せ

当
会
議
所
で
は
、
社
会
保
険
に
関
す
る
無
料
相
談
を
月
１
回
行
っ
て
い
ま
す
。

３
月
〜
４
月
は
、
退
職
や
入
社
等
に
よ
り
異
動
が
多
い
時
期
に
な
り
ま
す

の
で
、
社
会
保
険
に
関
す
る
手
続
き
関
係
は
お
忘
れ
の
無
い
よ
う
ご
注
意
願

い
ま
す
。

平
成
27
年

４
月
23
日
（
木
）
５
月
28
日
（
木
）
６
月
25
日
（
木
）

７
月
30
日
（
木
）
８
月
27
日
（
木
）
９
月
24
日
（
木
）

10
月
29
日
（
木
）
11
月
26
日
（
木
）
12
月
24
日
（
木
）

平
成
28
年

１
月
28
日
（
木
）
２
月
25
日
（
木
）
３
月
24
日
（
木
）

相
談
会
場
：
大
船
渡
商
工
会
議
所

本
所

１
階
研
修
室

相
談
時
間
：
午
前
10
時
30
分
〜
午
後
３
時
30
分

お
知
ら
せ
：
年
金
相
談
に
お
越
し
の
際
は
、
年
金
手
帳
（
基
礎
年
金
番
号
通

知
書
）、
年
金
証
書
、
振
込
通
知
書
な
ど
の
他
、
相
談
者
本
人
で

あ
る
こ
と
を
確
認
で
き
る
も
の
を
ご
持
参
く
だ
さ
い
。

※
代
理
の
方
が
ご
相
談
に
来
ら
れ
る
際
に
は
、
委
任
状
及
び
代
理
人
の
運
転

免
許
証
な
ど
の
身
分
確
認
が
で
き
る
も
の
を
ご
用
意
下
さ
い
。

相
談

に
は

事
前

に
予
約

が
必
要

で
す

お
問
い
合
わ
せ
・
ご
予
約
に
関
す
る
連
絡
は

一
関
年
金
事
務
所
（
Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
１
９
１

－

２
３

－

４
２
４
６
）
ま
で

※
電
話
の
受
付
時
間
は
平
日
の
午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
15
分

ま
で
で
す
。

全国健康保険協会

からのお知らせ

平
成

27年
度

協
会
け
ん
ぽ
の

保
険
料
に
つ
い
て

平
成
27
年
度
の
協
会
け
ん
ぽ
の
健

康
保
険
料
率
及
び
介
護
保
険
料
率

は
、
例
年
よ
り
１
カ
月
遅
れ
て
の
４

月
分
（
５
月
納
付
分
）
か
ら
適
用
と

な
り
ま
す
。

◆
40
歳
か
ら
64
歳
ま
で
の
方
（
介
護

保
険
第
２
号
被
保
険
者
）
は
、
健
康

保
険
料
率
に
全
国
一
律
の
介
護
保
険

料
率
が
加
わ
り
ま
す
。

◆
変
更
後
の
健
康
保
険
料
率
と
介
護
保

険
料
率
の
適
用
は
、
一
般
の
被
保
険
者

は
４
月
分
（
５
月
納
付
分
）、
任
意
継
続

被
保
険
者
及
び
日
雇
特
別
被
保
険
者
は

５
月
分
か
ら
と
な
り
ま
す
。

健康保険料率

現行

9.93％
平成27年４月分(５月納付分から)

9.97％

介護保険料率

現行

1.72％
平成27年４月分(５月納付分から)

1.58％



５

納 期 限 振 替 日

申 告 所 得 税 及 び

復 興 特 別 所 得 税 ３月16日（月） ４月20日（月）

個 人 事 業 者 の

消費税及び地方消費税 ３月31日（火） ４月23日（木）

贈 与 税 ３月16日（月）

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
よ
り
一
層
の
公
正
な
待
遇

の
確
保
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
一
人
ひ
と
り
の
納
得

性
の
向
上
を
図
る
た
め
、
平
成
26
年
４
月
に
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
法
が
改
正
さ
れ
、
平
成
27
年
４
月
１
日
か
ら

施
行
さ
れ
ま
す
。

改
正
ポ
イ
ン
ト

Ⅰ
正
社
員
と
の
差
別
的
取
扱
い
（
賃
金
等
全
て
の
待

遇
）
が
禁
止
さ
れ
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
対
象

範
囲
の
拡
大

Ⅱ
「
短
時
間
労
働
者
の
待
遇
の
原
則
」
の
新
設

事
業
主
が
、
雇
用
す
る
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
待

遇
と
正
社
員
の
待
遇
を
相
違
さ
せ
る
場
合
は
、
そ
の
待

遇
の
相
違
は
、
職
務
の
内
容
、
人
材
活
用
の
仕
組
み
、

そ
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
、
不
合
理
と
認
め
ら
れ
る

も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
、
広
く
全
て
の

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
を
対
象
と
し
た
「
短
時
間
労
働

者
の
待
遇
の
原
則
」
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

Ⅲ
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
を
雇
い
入
れ
た
と
き
の
事

業
主
に
よ
る
説
明
義
務
の
新
設

事
業
主
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
を
雇
い
入
れ
た

と
き
は
、
実
施
す
る
雇
用
管
理
の
改
善
措
置
の
内
容
に

つ
い
て
、
説
明
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

Ⅳ
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
か
ら
の
相
談
に
対
応
す
る

た
め
の
体
制
設
備
及
び
「
相
談
窓
口
」
の
明
示
義
務

の
新
設

事
業
主
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
か
ら
の
相
談
に

応
じ
、
適
切
に
対
応
す
る
た
め
に
必
要
な
体
制
（
相
談

窓
口
等
）
を
整
備
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

ま
た
、
事
業
主
は
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
を
雇
い

入
れ
た
時
に
、「
昇
給
の
有
無
」、「
退
職
手
当
の
有
無
」、

「
賞
与
の
有
無
」
に
加
え
、「
相
談
窓
口
」
を
文
書
の
交

付
な
ど
に
よ
り
明
示
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

（
相
談
窓
口
：
相
談
担
当
者
の
氏
名
、
相
談
担
当
の
役

職
、
相
談
担
当
部
署
な
ど
）

お
問
い
合
わ
せ

岩
手
労
働
局
雇
用
均
等
室

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
１
９

－

６
０
４

－

３
０
１
０

４４４４４４４月月月月月月月１１１１１１１日日日日日日日かかかかかかかららららららら４月１日から
改改改改改改改正正正正正正正パパパパパパパーーーーーーートトトトトトトタタタタタタタイイイイイイイムムムムムムム労労労労労労労働働働働働働働法法法法法法法ががががががが施施施施施施施行行行行行行行ささささささされれれれれれれままままままますすすすすすす!!!!!!!!!!!!!!改正パートタイム労働法が施行されます!!

正社員と差別的扱いが禁止される
パートタイム労働者

【現行法】
①職務内容が正社員と同一
②人材活用の仕組みが正社員と同一
③無期労働契約を締結している。

【改正法】
①、②が同一のパートタイム労働者は、
正社員との差別的取扱いが禁止される。

パ
ー
ト
タ

イ
ム
労

働
者

と
は

？

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
の
対
象
で
あ
る
「
短
時
間
労
働

者
（
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
）
」
は
、「
１
週
間
の
所
定
労

働
時
間
が
同
一
の
事
業
所
に
雇
用
さ
れ
る
通
常
の
労
働

者
の
１
週
間
の
所
定
労
働
時
間
に
比
べ
て
短
い
労
働
者
」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

例
え
ば
、
「
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
」
「
ア
ル
バ
イ
ト
」
「
嘱

託
」「
契
約
社
員
」「
臨
時
社
員
」「
準
社
員
」
な
ど
、
呼
び

方
は
異
な
っ
て
も
、
こ
の
条
件
に
あ
て
は
ま
る
労
働
者
で

あ
れ
ば
、
「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
」
と
し
て
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
法
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

改正パートタイム労働法 検索

所得税・消費税の

所得税・消費税の

納期限をお忘れなく

納期限をお忘れなく

平成26年分確定申告に係る納期及び振替納税の場合の振替日
は次の通りです。

※期限内に納税を行わないと、納期限の翌日から納付日までの延滞税がかかります。
納付できない事情がある場合には、お早めに大船渡税務署（TEL 26－3481）へご相談下さい。



６

盛
岡
地
方
法
務
局
大
船
渡
出
張
所
に
お
け
る

盛
岡
地
方
法
務
局
大
船
渡
出
張
所
に
お
け
る

盛
岡
地
方
法
務
局
大
船
渡
出
張
所
に
お
け
る

商
業
・
法
人
登
記
の
取
扱
い
が
変
わ
り
ま
す

商
業
・
法
人
登
記
の
取
扱
い
が
変
わ
り
ま
す

商
業
・
法
人
登
記
の
取
扱
い
が
変
わ
り
ま
す

・
登

記
事

項
証

明
書
の

交
付

事
務

・
印

鑑
証

明
書

の
交

付
事

務

・
印

鑑
提

出
等

に
関

す
る

事
務

・
印

鑑
カ

ー
ド

に
関

す
る

事
務

・
電

子
認

証
に

関
す

る
事

務

・
商

業
・

法
人

登
記

に
関

す
る

事
務

盛岡地方法務局大船渡出張所 ＴＥＬ：０１９２－２６－２６０６

盛岡地方法務局登記部門 ＴＥＬ：０１９－６２４－９８５１

〒020- 0045盛岡市盛岡駅西通一丁目９番15号 盛岡第二合同庁舎

お問い合わせ

(
)

５
月
７
日
（
木
）
か
ら
、
盛
岡
地
方
法
務
局
大
船
渡
出
張
所
で
取

り
扱
っ
て
い
る
商
業
・
法
人
登
記
事
務
（
会
社
の
設
立
や
役
員
の
変

更
な
ど
）
は
、
盛
岡
市
に
あ
る
登
記
部
門
で
取
扱
う
こ
と
と
な
り
ま

す
。な

お
、
会
社
・
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
、
印
鑑
証
明
書
は
い
ま

ま
で
ど
お
り
、
大
船
渡
出
張
所
で
取
得
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

５
／

７
か

ら

盛
岡

地
方

法
務

局
大

船
渡

出
張

所
で

行
う

内
容

５
／

７
か

ら

盛
岡
地
方
法
務
局
登
記
部
門
で

行
う

内
容



７

検定 級 回 施行月日 受付期間

簿
記

１～４
140 平成27年６月14日（日） ４月20日（月）～５月15日（金）

141 〃 11月15日（日） ９月24日（木）～10月16日（金）

２～４ 142 平成28年２月28日（日） １月13日（水）～１月29日（金）

リ
テ
ー
ル
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

（
販
売
士
）

３ 76 平成27年７月11日（土） ５月25日（月）～６月19日（金）

２ 43 〃 ９月26日（土） ８月10日（月）～９月４日（金）

１ 43

平成28年２月17日（水） 平成27年12月14日（月）
～平成28年１月22日（金）２ 44

３ 77

珠
算

１～３

204 平成27年６月28日（日） ４月20日（月）～５月28日（木）

205 〃 10月25日（日） ８月17日（月）～９月24日（木）

206 平成28年２月14日（日） 12月７日（月）～１月14日（木）

平成27年度に大船渡商工会議所で実施する検定試験の日程が

決まりましたのでお知らせいたします。

※平成27年度より、販売士検定の名称がリテールマーケティング検定に変わります。

簿 記 リテールマーケティング（販売士） 珠 算

１級 ７，７１０円 １級 ７，７１０円 １級 ２，１００円

２級 ４，６３０円 ２級 ５，６６０円 ２級 １，５７０円

３級 ２，５７０円 ３級 ４，１２０円 ３級 １，３６０円

４級 １，６４０円 ４～６級 ９４０円

７～10級 ８４０円

◆受験料

◆試験開始時間

９:００～ 簿記（１級・３級）、珠算（１～３級）
９:３０～ リテールマーケティング（販売士）（１級・３級）
１３:００～ リテールマーケティング（販売士）（２級）
１３:３０～ 簿記（２級・４級）

※4～10級の珠算検定受験料は塾内で申し込んだ場合、
上記金額より100円安い料金となります。

◆試験会場 大船渡商工会議所 本所

平成２７年度 検定試験の改正点

◆販売士検定の名称がリテールマーケティング検定に変わります。
◆リテールマーケティング検定（旧販売士検定）の２級試験が年１回
から年２回になります。
◆リテールマーケティング検定（旧販売士検定）の試験時間が下記の
通りになります。
１級：250分→200分 ２級：200分→150分 ３級：120分→100分

◆注意事項

◆お申し込みは、大船渡商工会
議所本所・三陸支所に設置して
ある申込用紙に記入し、受付期
間内に受験料を添えてお申し込
み下さい。
◆日本商工会議所検定試験公式
ＨＰもご覧ください
http://www.kentei.ne.jp

大船渡商工会議所

本所 ℡ 26-2141

お問い合わせ



８

商
工
し
お
さ
い

20
15
年
３
月
№

3
5
7

発
行
責
任
者

大
船
渡
市
中
小
企
業
特
別
対
策
室
分
室
長

（
大
船
渡
商
工
会
議
所
専
務
理
事
）
上
野
直
和

大
船
渡
商
工
会
議
所
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス

http://w
w
w
.ofunatocci.or.jp

「商工しおさい」は、国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）に基づく基本方針の判断の基準を満たす紙と植物油インキを使用しています。

大船渡商工会議所 お問い合わせ先

〒022-0003
大船渡市盛町字中道下2-25

TEL 26-2141 FAX 27-1010
開所時間 午前８時30分～午後５時20分

〒022-0101
大船渡市三陸町越喜来字肥の田29-3

TEL 44-2058 FAX 44-2500
開所時間 午前8時30分～午後５時20分

本
所

三
陸

支
所

大船渡商工会議所では東日本大震災による商品券事業の猶予措置として「有効期限

が平成25年10月31日までの商品券」「汚損・破損した商品券」の交換を受け付けており

ました。

この度、猶予措置の終了に伴い商品券の交換は平成27年３月31日をもって終了とし、

有効期限が切れた商品券は無効となります。

尚、３月３１日を過ぎますと商品券の交換が一切できなくなりますの
で、いま一度、大船渡地域商品券の有効期限をご確認いただき、お持ちの際には期限内

に交換していただきますようご案内申し上げます。

◆有効期限が下記の商品券

平成２３年１０月３１日

平成２４年１０月３１日

平成２５年１０月３１日

◆東日本大震災で汚損破損した商品券

※交換は平日午前８時30分～午後５時20分まで大船渡商工会議所（本所）で行っています。

期限切れ・汚損破損した大船渡地域商品券の交換は

平成27年３月31日まで！

有効期限はここをご覧ください

交換に応じている商品券は次のとおり

大船渡地域商品券は平成20年から販売を開始して今年で
７年目になりました。これまで、お祝いやお返し、贈答品等
として大船渡市内加盟店で広くご利用をいただいておりま
す。今後、ますます利用の増加が見込まれる大船渡地域商
品券、あなたのお店も加盟店に登録しませんか？

加盟店の登録についてのお問い合わせは大船渡商工会議
所（２６－２１４１）まで。

※加盟店になるためには大船渡商工会議所の会員登録が必要です。

大船渡地域商品券の加盟店になりませんか？

市内280店

以上が加盟

業種は

問いません

加盟料は

無料です


